
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

〇

〇

¾

（号 外）
独立行政法人国立印刷局

省

令

別
表
さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
の
部
同
地
方
法
務
局
の
款
同
地
方
法
務
局
の
項
管
轄
区
域
欄
を
次
の
よ
う
に
改
め

る
。埼

玉
県
の
内

さ
い
た
ま
市

蓮
田
市

別
表
さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
の
部
同
地
方
法
務
局
の
款
川
口
出
張
所
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

鴻
巣

埼
玉
県

埼
玉
県
の
内

鴻
巣
市

鴻
巣
市

北
本
市

上
尾

埼
玉
県

埼
玉
県
の
内

上
尾
市

上
尾
市

桶
川
市

北
足
立
郡

目
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別
表
さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
の
部
大
宮
支
局
の
款
及
び
同
部
越
谷
支
局
の
款
岩
槻
出
張
所
の
項
を
削
る
。

別
表
福
岡
法
務
局
の
部
久
留
米
支
局
の
款
同
支
局
の
項
中
「
小
郡
市
」
を
「
小
郡
市

う
き
は
市
」
に
改
め
、
同
部
吉
井
支

局
の
款
を
削
る
。

第
二
条

登
記
事
務
委
任
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
法
務
府
令
第
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
二
項
中
「
小
田
原
支
局
」
を
「
横
須
賀
支
局
、
小
田
原
支
局
」
に
改
め
る
。

第
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
三
条

さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
管
内
埼
玉
県
蓮
田
市
に
属
す
る
地
域
内
の
登
記
事
務
（
商
業
登
記
の
事
務
を
除

く
。）は
、
さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
久
喜
支
局
で
取
り
扱
わ
せ
る
。

第
四
条
第
一
項
中
「
船
橋
支
局
」
の
下
に
「
、
松
戸
支
局
」
を
加
え
る
。

第
十
五
条
中
「
御
坊
支
局
」
を
「
橋
本
支
局
、
御
坊
支
局
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
第
二
項
中
「
春
日
井
支
局
」
を
「
半
田
支
局
、
春
日
井
支
局
、
津
島
支
局
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
第
一
項
中
「
伊
勢
支
局
」
を
「
四
日
市
支
局
、
伊
勢
支
局
」
に
改
め
る
。

第
十
九
条
第
一
項
中
「
大
垣
支
局
」
の
下
に
「
、
高
山
支
局
」
を
、「
美
濃
加
茂
支
局
」
の
下
に
「
、
八
幡
支
局
」

を
加
え
る
。

〇
法
務
省
令
第
四
十
三
号

法
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
三
号
）
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
条
第
二
項
、不
動
産
登
記
法（
平

成
十
六
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
七
条
（
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、商
業
登
記
法（
昭

和
三
十
八
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
二
条
（
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、公
証
人
法（
明

治
四
十
一
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
十
条
第
二
項
並
び
に
人
権
擁
護
委
員
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
三
十
九
号
）

第
十
六
条
第
一
項
及
び
第
二
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
二
月
二
十
四
日

法
務
大
臣

仙
谷

由
人

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

第
一
条

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
（
平
成
十
三
年
法
務
省
令
第
十
二
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

〔
省

令
〕

〇
法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出

張
所
設
置
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
法
務
四
三
、
四
四
）

J

〔
告

示
〕

〇
適
格
消
費
者
団
体
を
公
示
す
る
件

（
消
費
者
庁
一
〇
）

K

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
解
散
に
係
る
収
支
に
関
す
る
報
告
書

の
提
出
が
あ
っ
た
の
で
要
旨
（
平
成
二
十

一
年
分
〜
平
成
二
十
二
年
分
）
を
公
表
す

る
件
（
総
務
四
四
三
）

L

〇
不
動
産
登
記
規
則
第
三
十
六
条
第
一
項
第

二
号
等
の
規
定
に
基
づ
き
登
記
所
を
指
定

す
る
件
（
法
務
六
三
八
）

R

〇
残
留
性
有
機
汚
染
物
質
に
関
す
る
ス
ト
ッ

ク
ホ
ル
ム
条
約
の
附
属
書
Ａ
、
Ｂ
及
び
Ｃ

の
改
正
に
関
す
る
件
（
外
務
五
二
三
）

J
I

〇
国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一
条
の
規
定
に

よ
る
国
債
の
買
入
消
却
に
関
す
る
件

（
財
務
四
一
〇
、
四
一
一
）

J
K

〇
重
要
文
化
財
を
国
宝
に
指
定
す
る
件

（
文
部
科
学
一
六
九
）

J
L

〇
文
化
財
を
重
要
文
化
財
に
指
定
す
る
件

（
同
一
七
〇
）

J
M

〇
重
要
文
化
財
に
文
化
財
を
追
加
し
て
指
定

す
る
件
（
同
一
七
一
）

J
O

〇
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
を
重
要
伝
統

的
建
造
物
群
保
存
地
区
と
し
て
選
定
す
る

件
（
同
一
七
二
）

J
Q

〇
重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
に
区
域

を
追
加
し
、
選
定
す
る
件
（
同
一
七
三
）

J
R

〇
重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
の
名
称

に
つ
い
て
改
め
る
件
（
同
一
七
四
）

〇
農
薬
を
登
録
し
た
件

（
農
林
水
産
二
二
八
二
〜
二
二
九
一
）

〇
農
薬
を
再
登
録
し
た
件
（
同
二
二
九
二
）

K
J

〇
農
薬
の
登
録
が
失
効
し
た
件

（
同
二
二
九
三
）

K
M

〔
資

料
〕

二
〇
一
〇
（
平
成
二
十
二
）
年
七
〜
九
月
期

四
半
期
別
Ｇ
Ｄ
Ｐ
速
報
（
二
次
速
報
値
）
平

成
二
十
一
年
度
国
民
経
済
計
算
確
報
（
支
出

系
列
等
）（
内
閣
府
）

K
N

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

K
Q

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
特

定
計
量
器
型
式
承
認
、
型
式
部
材
等
製
造

者
の
認
証
関
係

J
L
J

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
関
係

J
L
K

会
社
そ
の
他

J
L
L

会
社
決
算
公
告

J
L
P

˜
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